第４回「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」を開催-６月７日

－退職給付における配分（年金払い・一時金払い）のあり方について検討－

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

６月７日、総理官邸で「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」（以下「有識者会議」。）の第４回会議が開催された。第４回は、職域部分が廃止される2015年10月以降に生じる官民バランスの乖離をいかに埋めるかという点について検討が行われた。

冒頭、岡田副総理は「前回までの中間的な議論の整理を踏まえ、退職手当の見直しに関わる具体的な立案及び調整に取り組み、早期の法案をめざしたいと考えている。本日は、退職手当約400万円の引下げによって官民較差を調整した後の退職給付における配分のあり方等について議論いただきたい」とあいさつした。

続いて、財務省より、①事業主負担のある「新たな年金」を創設せず退職給付の全額を退職手当として支給する場合、②事業主負担のある「新たな年金」を創設し退職手当とともに支給する場合、ア）確定給付型、イ）確定拠出型、ウ）キャッシュ・バランス方式など民間企業で行われている年金の実態が説明された。

その後、質疑応答、フリーディスカッションが行われた。議論内容は以下のとおり。

冒頭、菅家委員は、「職域部分廃止後も既加入期間に係わる職域部分（過去分）は支給を継続することとして、これを前提に説明を受けたと認識しているが、確定したものと捉えてよいのか。また、段階的に減少する職域部分を「如何に埋めるか」ということを前提に公務の退職給付のあり方を議論するのではなく、公務の退職給付の全体像を、まずは民間の企業年金と退職一時金の状況を踏まえて設計し、その上で官民均衡を図ることが重要である」と全体での確認を求めた。

これについて財務省は「被用者年金一元化法案では、附則第３条で、未裁定の過去期間を持った人たちに対する給付については経過措置として別に法律で定めることとしている。また、財政の面から言えば、被用者年金一元化にあたって、厚生年金の１、２階の支給に要する共通財源を引いた残りの積立金は公務員共済全体で20.7兆円である。これに対して過去分給付として必要な金額は18-19兆円であり、この積立金の中から過去分の支払いを行っていくことと考えている。未裁定者の期待権を踏まえて、今後、新３階年金の検討動向も踏まえながら具体的な給付について検討していく」と説明した。

各論点について出された意見は以下の通り。

(1)退職職給付の一環として新たな年金制度を創設する場合について

・民間で企業年金が増えている中、公務員に年金を創設しないというのは流れに逆行する。官民均衡を考慮しても新しい３階年金は必要。

・財政の安定、退職給付による老後保障の観点から、年金の方が一時金より望ましい。

・これまでの職域部分との連続性から考えても労使折半の年金が必要。

・新たな年金制度を設ける方が、国家公務員法が「年金制度は生活の維持を図ることを目的とするもの」と定めていること、また、国家公務員共済組合法の「公務員の相互救済・生活の安定と福祉の向上等」の目的に適う。

・公務員に課せられた身分上の制約と懲戒への対処の観点からも年金制度が適切。

・年金と退職手当の双方が存在する方が、官民均衡を図るために退職給付水準を上げる場合にも下げる場合にも対応しやすいのではないか。

・年金と一時金については、一時払いか分割払いかの選択の問題にすぎない。中労委の民間の調査結果を見ても、一時金か分割かは本人が選択できるとしている企業が多数である。一時金を個人が管理するのは大変。

＜確定給付型について＞

　・追加拠出が必要となった場合に、税金投入をすることになるので望ましくない。

　・公務障害・遺族年金給付も非常に重要な要素であり、確定給付型は公務災害で障害者になった場合や事故により遺族となった者の生活保障に対応しやすい。

　

＜確定拠出型について＞

　・公務員はその特性から機密情報に触れる機会が多いため、インサイダー取引の問題があり、公務には適さない。

　・実際の運用は投資信託の形が多いので、インサイダーの懸念は実際にはあまりない。

　・個人勘定になってしまうので、給付ペナルティへの対応が難しい。

　・運用リスクを本人が負うことになるため、個人主義を徹底しすぎてしまう懸念がある。また、口座管理費、手数料、投資教育などの費用もかかる。

　

＜キャッシュ・バランス方式について＞

　・確定給付型と確定拠出型のハイブリッドであり、運用リスクが小さく、事業主と個人がリスクを折半できる。給付水準も一定水準（国債利回り）を確保できる。

　・財政再計算の時点で、給付と負担の割合も調整できる。

(2) 退職給付は退職手当（一時金）のみとする場合について

　・民間企業で企業年金が増えた経緯（景気変動に対する給付水準の平準化、一度に大量のキャッシュ流出が発生するリスクへの対応、企業会計制度への対応）と公務の状況は異なる。

　・公務員が民間に転職する場合の年金の調整なども考慮すると、シンプルな制度が望ましい。

　・個人が確定拠出年金に投資すればよい。

　・全員がきちんと投資できるわけではない。労働基準法で毎月１回の給与支払いが規定されているのは、社会保障の観点も考慮された上でのことではないか。

　・長生きリスクにどう対応するのか。

　・新たな年金であれば、新しい制度をつくることになるが、その場合、税金投入がより少なくなるということであれば、国民も理解しやすいのではないか。

(3) 年金と一時金の選択を可能にする選択肢について

　・民間企業では退職手当から始まって企業年金にシフトしているが、企業年金は一時金選択ができるようになっている。

　・加入者の多様なニーズに対応可能。

　・新たな年金制度を創設する場合、基本は終身とするとしても、その一部については有期と一時金を選択できるようにすることも必要。

　

　以上の議論が展開され、官民較差調整後の退職給付の配分のあり方については、新たな年金を創設し、一時金と併設してはどうかという意見が多数であった。また、年金を創設した場合にも、年金と一時金の選択を可能にする選択肢もあるのではないかとの意見もあった。これらを踏まえ、次回は本日の議論について論点を整理しながらさらに深めていくこととした。また、公務障害・遺族年金制度についての実態について、関係省庁からのヒアリングを行うことが確認された。

次回日程は、６月14日（木）17時15分を目途に行うよう事務局で調整することとし、閉会した。
